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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第27期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

営業収益（百万円） 2,252 21,444

経常利益又は損失（△）

（百万円）
△2,861 4,392

四半期（当期）純利益又は損失

（△）（百万円）
△1,887 1,512

純資産額（百万円） 68,271 70,921

総資産額（百万円） 119,634 116,249

１株当たり純資産額（円） 434.99 465.15

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は純損失金額（△）（円）
△16.01 13.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
- 12.45

自己資本比率（％） 42.9 47.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△7,992 △6,556

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,157 △4,355

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
6,626 12,295

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
10,106 12,833

従業員数（人） 270 265

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．第28期（第１四半期連結累計(会計)期間）の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在

株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において新たに提出会社の関係会社となった会社については、3.関係会社の状況に

記載のとおりであります。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）

JAIC-TAIB Capital Manage
ment Pte. Ltd.

シンガポール

　千シンガ

ポールドル

150

投資 60.0

当社グループから
の投資情報を基に
した投資業務。
役員の兼任１名

投資事業組合等１ファン
ド

― ― 投資 ― 注１

（持分法適用関連会社）

投資事業組合等１ファン
ド

― ― 投資 ― 注２

　

（注）１ 「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会　平成18年９月８日　実務対応報告第20号）の適用に伴い、連結子会社となっております。

　　　２ 「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会　

平成18年９月８日　実務対応報告第20号）の適用に伴い、持分法適用関連会社となっております。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 270　  

　（注）１　従業員は就業人員であります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 165  

　（注）１　従業員は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【営業の状況】

(1）事業部門別営業収益及び営業総利益又は営業総損失（△）の内訳

 当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日至　平成20年６月30日）

科目

営業収益 営業原価 
営業総利益又は
営業総損失
（△） 

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

金額
（百万円）

投資部門     

投資事業組合等管理業務 189 8.4 0 189

投資業務 1,886 83.8 3,496 △1,610

コンサルティング業務他 71 3.2 5 66

小計 2,147 95.4 3,502 △1,354

金融部門     

融資業務 61 2.7 34 26

リース・割賦業務 32 1.4 29 2

その他の金融業務 11 0.5 0 11

小計 104 4.6 64 40

合計 2,252 100.0 3,566 △1,314

　（注）上記の金額には、消費税等は含めておりません。

(2）投資業務の状況

１) 投資実績

　当社グループによる自己勘定並びに当社グループが運営の任にある、又は運営の為に必要な情報の提供を行ってい

るファンドによる投資実行額及び投資残高の合計は以下のとおりであります。

　

 ①　投資実行額

 

前第１四半期連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

会社数
（社）

金額
（百万円）

会社数　
（社）　

金額　
（百万円）　

　会社数
　（社）

金額　
（百万円）　

ベンチャーキャピタル　

（ＶＣ）投資
      

 自己勘定分 20 1,600 24 1,628 135 8,505

ファンド勘定分 25 1,483 23 1,807 157 10,427

ＶＣ投資合計 31 3,084 34 3,435 189 18,932

ＶＣ投資以外のＰＥ投

資等
8 1,475 7 1,049 30 5,017

投資実行額合計 39 4,560 41 4,484 219 23,950

　

②　投資残高
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前第１四半期連結会計期間末
（平成19年６月30日現在）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日現在）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日現在）

会社数
（社）

金額
（百万円）

会社数
（社）

金額
（百万円）

　会社数
　（社）

金額　
（百万円）　

ベンチャーキャピタル　

（ＶＣ）投資
      

 自己勘定 - - 599 34,042 593 33,317

ファンド勘定分 - - 595 35,711 596 35,481

ＶＣ投資合計 - - 819 69,753 817 68,798

ＶＣ投資以外のＰＥ投

資等
- - 65 20,766 61 20,698

投資残高合計 - - 884 90,520 878 89,497

（注）１　投資残高に関しましては、外貨建による投資は各連結会計期間末日又は各会計年度末日現在の為替レートを

乗じて計算した金額を記載しております。

２　自己勘定分には、当社グループが運営するファンドへの当社出資持分は含まれておりません。

３　当社グループが運営する会社型ファンドへの出資分及び当社グループが運営に関わらない当社以外の第三者

が運営するファンドへの出資分は含まれておりません。

４　自己勘定とファンドから同一会社に並行投資をしている場合には、それぞれを１社とカウントしており重複

があるため、社数の合計値とは一致しません。

５　ＭＢＯ等のバイアウト投資、事業再生投資やセカンダリー投資等のベンチャーキャピタル（ＶＣ）投資以外

の手法による投資を「ＶＣ投資以外のＰＥ（プライベートエクイティ）投資等」として記載しております。

６　セカンダリー投資における会社数については、その投資形態（個別企業単位での投資、ファンドユニットへの

投資等）に関わらず、１取引を１社としてカウントしております。

　

EDINET提出書類

日本アジア投資株式会社(E03695)

四半期報告書

 5/34



　２）ベンチャーキャピタル投資実績の内訳

　ベンチャーキャピタル（ＶＣ）投資実績における国別、証券種類別、業種別の内訳は以下のとおりであります。

　

①　ＶＣ投資実行額内訳（自己勘定分及びファンド勘定分）

　

 

前第１四半期
連結会計期間

（自平成19年４月１日
至平成19年６月30日）

当第１四半期
連結会計期間

（自平成20年４月１日
至平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

会社数
（社）

金額
（百万円）

会社数
（社）

金額
（百万円）

会社数　
（社）　

　金額
（百万円）

①　国別       

日本 21 2,053 19 1,210 123 8,573

アメリカ 2 121 5 302 20 2,431

北東アジア

　

　

　

　

 台湾 1 104 1 90 7 1,021

 香港 - - - - 2 145

 韓国 3 195 1 520 7 1,190

 中国 1 118 5 939 13 2,833

 小計 5 419 7 1,550 29 5,191

東南アジア

　

　

　

　

 シンガポール 1 84 1 152 2 331

 マレーシア - - - - 2 484

 タイ - - 1 101 3 325

 インドネシア 2 405 1 118 2 405

 ベトナム - - - - 7 826

 小計 3 489 3 371 16 2,373

 その他 - - - - 1 362

②　証券種類別       

株式 25 2,423 30 2,875 179 17,024

社債 6 660 2 303 11 1,229

その他 1 1 2 257 8 678

③　業種別 　       

ＱＯＬ関連 6 274 11 740 47 3,608

ＩＴ・インターネット関連 12 1,135 14 1,565 74 8,417

素材・化学関連 2 403 - - 11 1,550

機械・自動車関連 3 153 3 562 10 874

消費財関連 - - 1 207 7 733

建設・不動産関連 1 6 - - 5 208

小売・外食関連 1 20 - - 4 119

サービス関連 2 99 3 140 18 1,365

その他 4 991 2 219 13 2,055

ＶＣ投資実行額合計 31 3,084 34 3,435 189 18,932
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 ②　ＶＣ投資残高内訳（自己勘定分及びファンド勘定分）

　

 

前第１四半期
　連結会計期間末
（平成19年６月30日現在）

当第１四半期
　連結会計期間末
（平成20年６月30日現在）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日現在）

会社数
（社）

金額
（百万円）

会社数
（社）

金額
（百万円）

会社数　
（社）　

金額　
（百万円）　

①　国別       

日本 - - 590 37,851 595 38,362

アメリカ - - 85 10,819 82 10,627

北東アジア

　

　

　

　

 台湾 - - 39 2,887 39 2,846

 香港 - - 5 823 5 823

 韓国 - - 30 4,725 30 4,699

 中国 - - 32 6,190 29 5,211

 小計 - - 106 14,627 103 13,580

東南アジア

　

　

　

　

 シンガポール - - 7 1,533 6 1,244

 マレーシア - - 4 669 4 669

　タイ - - 13 1,340 13 1,446

　インドネシア - - 2 590 2 472

 ベトナム - - 7 1,774 7 1,842

 上記以外 - - 1 140 1 140

 小計 - - 34 6,049 33 5,815

 その他 - - 4 406 4 412

②　証券種類別       

株式 - - 779 65,078 778 64,586

社債 - - 55 3,504 55 3,316

その他 - - 32 1,169 30 895

③　業種別 　       

ＱＯＬ関連 - - 171 16,737 169 16,341

ＩＴ・インターネット関連 - - 321 24,325 319 23,751

素材・化学関連 - - 32 2,670 31 2,644

機械・自動車関連 - - 52 4,099 51 3,510

消費財関連 - - 25 1,880 25 1,882

建設・不動産関連 - - 32 6,757 33 7,069

小売・外食関連 - - 42 2,883 44 3,163

サービス関連 - - 102 4,356 103 4,485

その他 - - 42 6,041 42 5,948

ＶＣ投資残高合計 - - 819 69,753 817 68,798

　（注）１　投資残高に関しましては、外貨建による投資は、各連結会計期間末日又は各会計年度末日現在の為替レートを

乗じて計算した金額を記載しております。

２　自己勘定分には、当社グループが運営するファンドへの当社出資持分は含まれておりません。
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３　当社グループが運営する会社型ファンドへの出資分、及び、当社グループが運営に関わらない当社以外の第三

者が運営するファンドへの出資分は含まれておりません。

４　自己勘定分とファンドから同一会社に並行投資をしている場合には、それぞれを1社とカウントしており、重

複があるため、社数の合計値とは一致しません。

５　「ＶＣ投資以外のＰＥ（プライベートエクイティ）投資等」は含めておりません。

６　国別の表記におきましては、「東南アジア」の「上記以外」にはフィリピン、「その他」にはスウェーデン・

イギリスの会社に対する社数及び投資金額を記載しております。

７　証券種類別においては、同一会社の複数の証券種類に出資している場合、それぞれを１社としてカウントして

おり、重複があるため、社数の合計値とは一致しません。

８　業種別区分におけるＱＯＬ関連とは、人間の「Quality of Life」を高める事業分野として当社が重点投資分野と

している、バイオ、医療機器、医薬品、環境、福祉・介護などを表しております。
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３）投資先企業の新規上場の状況（ファンド勘定分を含む）

　当社グループによる自己勘定並びに当社グループが運営の任にある、又は運営の為に必要な情報の提供を行っ

ているファンドから投資を行った投資先企業の新規上場の状況は以下のとおりであります。

①新規上場(ＩＰＯ)の状況（自己勘定分及びファンド勘定分）

 投資先企業の所在地

前第１四半期連結会計期間
自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日

当第１四半期連結会計期間　
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日　

前連結会計年度　
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日　

会社数(社) 　会社数(社) 会社数(社)　

　国内 4 1 19

　海外 － 1 9

　合計 4 2 28

（注）上記には、投資先企業と既上場企業との株式交換等を行った結果取得した上場株式が、前第１四半期連結会計期間

において国内１社、前連結会計年度において国内２社含まれております。 

②初値倍率の状況（自己勘定分及びファンド勘定分）

 投資先企業の所在地

　

前第１四半期連結会計期間
自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日

当第１四半期連結会計期間　
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日　

前連結会計年度　
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

倍率(倍) 倍率(倍)　 　倍率(倍)

　国内 3.6 9.6 2.6

　海外 － 1.2 6.2

　平均 3.6 2.0 3.8

（注）初値倍率＝初値時価総額の合計／取得額の合計。なお、初値倍率の計算には株式交換等による上場株式取得分は含

めておりません。

③新規上場した投資先企業の一覧

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

社数 投資先企業名 上場年月日 上場市場 事業内容
本社
所在地

 国内 1社

 海外 1社

 国内 1社

 海外 1社
平成20年4月18日 台湾店頭

オンラインゲーム開発運営及

びゲームソフト開発
台湾

プライムワークス株

式会社
平成20年5月23日 東証マザーズ

携帯電話、インターネット向け

のコンテンツ、ソフトウェア、

サービスの開発

東京都

　

※なお、平成20年７月１日以降新規上場している投資先企業は以下の通りであります。

社数 投資先企業名 上場年月日 上場市場 事業内容
本社
所在地

 国内 1社
株式会社イデアイン

ターナショナル
平成20年7月28日 大証ヘラクレス

ライフスタイル商品（家電・

化粧品・時計・文具・雑貨

等）の企画開発・販売

東京都

（注）上記の他に投資実行先企業と既上場企業の株式交換等により取得した上場株式が国内１社あります。
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(3）投資事業組合等管理運営業務の状況

1) 当社グループが運営の任にあたる、又は運営のために必要な情報の提供を行うファンド

 
前第1四半期
連結会計期間末

（平成19年６月30日現在）

当第１四半期
連結会計期間末

（平成20年６月30日現在）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日現在）

ファンド総額（百万円）

 (うちDebtファンド）

147,003

37,643

151,062

40,325

147,887

39,087

ファンド数 

（うちDebtファンド）

66

1

67

1

68

1

 （注）1.有価証券を投資対象とする長期クローズドエンド型のプライベートエクイティファンドと性質が異なるため、

オープンエンド型のDebtファンド分を内書きで記載しております。

　　　 2.当第1四半期連結会計期間末日以降から当連結会計年度末までに満期を迎えるファンドが 12本19,688百万円ありま

す。

2) 新規設立又は運用資産が増加したファンド

前第１四半期連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

新規設立 運用資産増加

ファンド総額（百万円）

　

510

 

ファンドの増加額（百万円）

（うちDebtファンド） 

9,623

6,864

ファンド数

　

1

 

ファンド数

 （うちDebtファンド）

3

1

　

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

新規設立 運用資産増加

ファンド総額（百万円）

　

－

 

ファンドの増加額（百万円）

（うちDebtファンド） 

977

－

ファンド数

　

－

 

ファンド数

 （うちDebtファンド）

2

－

　

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

新規設立 運用資産増加

ファンド総額（百万円）

　

9,075

 

ファンドの増加額（百万円）

（うちDebtファンド） 

10,490

8,308

ファンド数

　

7

 

ファンド数

 （うちDebtファンド）

5

1

　

3) 当第１四半期連結会計期間中に新規に設立した主なファンドはありません。

　

　　※なお、7月1日以降、当四半期報告書の提出日現在までに新規に設立した主なファンドは以下のとおりであります。

ファンド名称 設立日 ファンド総額

九州・リレーションシップ１号投資事業有限責任組合 平成20年７月１日 3,000百万円

JPE・プライベートエクイティ３号投資事業有限責任

組合
平成20年８月１日 2,520百万円

アグリ・エコサポート投資事業有限責任組合 平成20年８月５日 2,100百万円

 　（注）上記1)から3)の各表について

１　外貨建によるファンドは、各連結会計期間（年度）末日現在の為替レートを乗じて計算した金額を記載し

ております。従って、運用資産の増減額には為替による影響額も含まれております。

２　ファンド総額につきましては、コミットメントベース（契約で定められた出資約束金額ベース）の金額を

記載しております。
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(4）金融業務

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

営業貸付金期末残高

（百万円）
5,003 3,967

営業貸付金利息（百万円） 61 281

　（注）　上記金額には、消費税等は含めておりません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中において将来について記載した事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断、予測したもの

であります。

Ⅰ　業績の状況　

　当第1四半期連結会計期間（平成20年4月1日～平成20年6月30日）においては、米国景気の後退懸念や原油価格高騰

の影響から日本及びアジア各国の株式市況の先行きは依然として不透明感を残したままであります。さらに日本の新

興市場においては株価の低迷に加えて、新規上場企業数も前年を大幅に下回り、当社グループを取り巻く投資回収環

境は非常に厳しいものとなっております。

　当社グループにおいては、ＶＣ以外のプライベートエクイティ投資において小規模な投資案件の売却を実現致しま

したが、新興市場の株価低迷の影響から上場株式の売却が進捗せず、また新規上場企業数が減少したことにより、実現

キャピタルゲインは低い水準で推移致しました。

　また、景況感の悪化に伴い、財務基盤の脆弱なベンチャー企業に対する金融機関等の資金供給姿勢が保守的になった

ことから、当社及び当社グループが管理運営する投資事業組合等の投資先企業の中にも、資金繰りの悪化による倒産

が発生致しました。

　当社グループではこの事態を踏まえて、投資先企業に対する投資価値の評価範囲等を抜本的に見直し、資産の健全性

をより高める施策を実行致しました。その結果、未上場の投資先企業における業績や財務状況をより厳しく評価した

ことから、営業投資有価証券評価損と投資損失引当金繰入額を合わせて24億円計上し、当第1四半期連結会計期間の営

業収益は2,252百万円、経常損失は△2,861百万円、四半期純損失は△1,887百万円となりました。

 

　事業別の業績につきましては、以下のとおりであります。なお、投資事業の売上高及び営業損失の金額が、全セグメン

トの売上高の合計及び営業損失の金額の合計に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しておりますので、セグメント内の内部取引を加味しておりません。

 

　（１）投資部門

　投資部門につきましては、営業収益は2,147百万円、営業総損失は△1,354百万円となりました。そのうちの主な収益は

以下の業務であります。

　①投資事業組合等管理運営業務による収益

　当第１四半期連結会計期間末における当社グループが管理、運用又は投資情報の提供を行っているファンドの運用資

産総額は67ファンド、151,062百万円（前連結会計年度末68ファンド、147,887百万円）となりました。　

　また、新規設立又は運用資産が増加したファンドは2ファンド、977百万円（前年同期4ファンド、10,133百万円）となり

ました。

　連結対象ファンドから当社グループが受取る報酬額をグループ内部取引として相殺消去した後の投資事業組合等運

営報酬は189百万円、このうち成功報酬は59百万円となりました。

                                    (単位　百万円)　　

 
当第1四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度 
（自　平成19年４月１日 
至　平成20年３月31日） 

投資事業組合等運営報酬　　

　
189 1,183

うち管理運営報酬等　　 130 703

うち成功報酬 59 479

　②投資業務による収益

　当社グループの投資先企業からの新規上場会社数は、国内１社、海外１社、合計２社（前年同期　国内４社、海外-社、合

計４社）となりました。

　投資損益につきましては、世界的な株式市況の低迷と新規上場社数の減少の影響を受け、営業投資有価証券の売却が

非常に低い水準で推移致しました。その結果、営業投資有価証券売却高は1,702 百万円、売却による実現キャピタルゲイ

ンは674百万円となりました。

　一方、景況感の悪化に伴い、財務基盤の脆弱なベンチャー企業に対する金融機関の資金供給姿勢が保守的になったこ

とから、当社及び当社グループが管理運営する投資事業組合等の投資先企業の中にも、資金繰り破綻による倒産が発生

致しました。

 当社グループではこの事態を踏まえて、投資先企業の評価等を抜本的に見直し、資産の健全性をより高める施策を実

行致しました。その結果、未上場の投資先企業における業績や財務状況をより厳しく評価し、営業投資有価証券評価損

は1,019百万円、投資損失引当金繰入額は1,438百万円となりました。

　なお、営業投資有価証券評価損については、前連結会計年度の中間期より、投資資金の回収が困難と判断されたものに
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ついては、投資損失引当金繰入額ではなく、営業投資有価証券評価損として計上することとしております。

　以上の結果、投資損失は△1,782百万円となりました。この投資損失に加えて、インカムゲイン等の寄与を加えた投資業

務による営業収益は1,886百万円、営業総損失は△1,610百万円となりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)　　

　
当第1四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日　
　 至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日　
   至　平成20年３月31日）

営業投資有価証券売却高（A） 1,702 17,070

営業投資有価証券売却原価 2,047 9,214

営業投資有価証券売却原価（B） 1,027 7,419

営業投資有価証券評価損（C） 1,019 1,794

投資損失引当金繰入額（D） 1,438 671
　

実現キャピタルゲイン (A)-(B) 674 9,651

投資損益 (A)-(B)-(C)-(D) △1,782 7,185

　また、当第1四半期連結会計期間末における時価のある営業投資有価証券の含み益は、株式市況の低迷だけでなく、外

貨建株式に対する為替の変動を反映し、973百万円（前連結会計年度末2,408百万円）となりました。

                                     (単位　百万円)　　

 
当第1四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日現在）

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日現在） 

取得原価　　　 6,677 6,350

四半期連結貸借対照表

計上額　　　　　　　　　
7,651 8,759

差額（含み益） 973 2,408

③コンサルティング業務他による収益　

　投資先企業等へのコンサルティング業務他を行った結果、営業収益は71百万円、営業総利益は66百万円、となってお

ります。
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　（２）金融部門

　営業収益は104百万円、営業総利益は40百万円となりました。

 

①融資業務による収益

　当第1四半期連結会計期間末現在の営業貸付金残高は5,003百万円(前連結会計年度末3,967百万円）となりました。営

業貸付金利息による収益は61百万円、資金原価については34百万円となっております。

 

②リース・割賦業務及びその他の金融業務による収益

　融資業務の他リース・割賦業務等付随業務を行っておりますが、順次縮小する方針により、リース・割賦業務におい

ては、営業収益は32百万円、営業総利益は2百万円、その他の金融業務においては、営業収益は11百万円、営業総利益は

11百万円となっております。

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（１）日本

　営業投資有価証券売却高等が計上され、営業収益は1,658百万円となりました。営業投資有価証券評価損及び投資損失

引当金繰入額、並びに販売費一般管理費が計上され、営業費用は4,604百万円となり、営業利益は△2,945百万円となり

ました。

（２）東南アジア

　営業投資有価証券売却高等が計上され、営業収益は649百万円となりました。営業投資有価証券売却原価及び販売費

一般管理費が計上され、営業費用は192百万円となり、営業利益は457百万円となりました。

（３）その他

　営業投資有価証券売却高等が計上され、営業収益は106百万円となりました。営業投資有価証券売却原価及び販売費

一般管理費が計上され、営業費用は140百万円となり、営業損失は△33百万円となりました。

 

　Ⅱ　キャッシュ・フローの状況

　当第1四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは活発な投融資実行により、営業投資有価証

券及び営業貸付金の増加額及び投資事業組合への出資による支出が発生したことに加え、税金等調整前四半期純損失

の計上及び法人税等の支払額が発生したため、7,992百万円の減少となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、戦略的パートナーとの提携に伴う投資有価証券の増加等により1,157百万円

の減少となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いを行った一方、将来の投資資金を確保すべく短期及び長期借

入金による資金調達を行ったため、6,626百万円の増加となりました。

　この結果、当第1四半期連結会計期間末において現金及び現金同等物の残高は2,727百万円減少して10,106百万円とな

りました。

 

Ⅲ　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

Ⅳ　研究開発活動

　該当事項はありません。

 

Ⅴ　経営成績に重要な影響を与える要因についての分析及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、当第1四半期連結会計期間（平成20年4月1日～平成20年6月30日）においては、

米国景気の後退懸念や原油価格高騰の影響から日本及びアジア各国の株式市況の先行きは依然として不透明感を残

したままであります。さらに日本の新興市場においては株価の低迷に加えて、新規上場企業数も前年を大幅に下回り、

非常に厳しいものとなっております。

　また、景況感の悪化に伴い、財務基盤の脆弱なベンチャー企業に対する金融機関等の資金供給姿勢が保守的になった

ことから、当社及び当社グループが管理運営する投資事業組合等の投資先企業の中にも、資金繰りの悪化による倒産

が発生致しました。当社グループではこの事態を踏まえて、投資先企業に対する投資価値の評価範囲等を抜本的に見

直し、資産の健全性をより高める施策を実行致しました。
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　第２四半期連結会計期間以降も、株式市場からの投資回収については引き続き厳しい状況が続くものと予想されま

すが、市況の影響を受けにくいＶＣ以外のプライベートエクイティ投資案件の回収を中心として、業績回復に邁進し

てまいる所存です。

　他方、中国を始めとする北東アジアにおいては未上場企業の資金需要が伸張し、投資環境は好調に推移しておりま

す。当社グループは、市況の低迷時こそ投資の好機であるとの認識のもと、引き続きバランスの取れたポートフォリオ

の構築を推進してまいります。

 

Ⅵ　資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループのキャッシュ・フローの状況については、上記Ⅱに記載のとおりであります。また、当社グループ及び

管理運営するファンドにおける投資活動と資金調達の状況は、第一部 企業情報 第２ 事業の状況 １ 営業の状況に

基づき、以下のとおりとなっております。

 

(1)投資実行額

 　当社グループの自己勘定及び当社グループが管理運営するファンドからの投資実行額は4,484百万円（前年同期

4,560百万円）となりました。

　これを内訳別にみますと、ベンチャーキャピタル投資の実行額は、日本が金額は減少しているものの社数は前年同期

と同水準を維持した一方、北東アジアを中心として海外において活発な投資活動を行った結果、3,435百万円（前年同

期3,084百万円）となりました。また、その他のプライベートエクイティ投資においては、7社に対し1,049百万円（前年

同期8社、1,475百万円）を実行致しました。

(2) 投資残高

　当社グループの自己勘定及び当社グループが管理運営するファンドの投資残高については、当第1四半期連結会計期

間末において884社90,520百万円（前連結会計年度末878社89,497百万円）と増加しております。これは、ベンチャー

キャピタル投資及びベンチャーキャピタル投資以外のプライベートエクイティ投資ともに順調に運用資産を増加さ

せていることによります。

(3) 当社の資金調達

　当第1四半期連結会計期間におきましては、短期借入金及び長期借入金が前連結会計年度末より合計8,600百万円と大

きく増加した一方、社債は50百万円の減少となりました。借入金及び社債の中には、抵触した場合にその利用が制限さ

れる財務制限条項（純資産額の維持、営業貸付金の上限額設定、有利子負債比率の維持、第2四半期累計期間及び会計

年度での営業総利益の確保等）が含まれる契約となっているものが存在します。財務制限条項に抵触した場合、契約

により調達金利の上昇や請求により期限の利益を喪失することがあります。現時点においては、当社はこれらの財務

制限条項に抵触しておりません。

(4) ファンドの状況

　当第1四半期連結会計期間の新規ファンド設立はありませんでしたが、既存2ファンドの追加出資を受けて合計977百

万円の運用資産が増加し、当第1四半期連結会計期間末の運用ファンド残高は67ファンド、151,062百万円となっており

ます。

　なお、当第1四半期連結会計期間末日以降から当連結会計年度末までに満期を迎える予定のファンドが12本19,688百

万円あります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 375,362,000

計 375,362,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数(株)
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成20年8月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 119,993,475 119,993,475
東京証券取引所市場第一

部
－

計 119,993,475 119,993,475 － －

　第１四半期会計期間末現在においては、東京証券取引所市場第一部とジャスダック証券取引所に重複上場しておりまし

たが、平成20年8月12日にジャスダック証券取引所の上場を廃止いたしました。このため、「上場金融商品取引所名又は登

録認可金融商品取引業協会名」欄は東京証券取引所市場第一部のみを記載しております。

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

　　平成18年９月６日取締役会決議

2011年満期円建転換社債型新株予約権付社債
（平成18年９月26日発行）

当第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 6,000

新株予約権の数（個） 6,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,437,768

新株予約権の行使時の払込金額（円）
新株予約権1個につき

　　　　　　　　　1,000,000

新株予約権の行使期間

自　平成18年10月10日

至　平成23年９月12日

（注）１

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　932

資本組入額　466

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以

後本新株予約権を行使することはできないものとする。

また、各本新株予約権の一部行使はできないものとす

る。

新株予約権の譲渡に関する事項 定めなし

 代用払込みに関する事項

会社法第236条第３項により、本新株予約権の行使に際

しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価

額は、その払込金額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  (注)２

（注）１　2006年10月10日から2011年9月12日のチューリッヒにおける銀行営業終了時までとする。但し、(ⅰ)下記①から

③記載の当社の選択により本社債が繰上償還される場合には、当該償還日の8営業日前の日のチューリッヒに

おける銀行営業終了時まで、(ⅱ)本社債の買入消却の場合には、本新株予約権付社債が消却のため

　　　　 Nomura Bank（Switzerland）Ltd.に引き渡された時まで、また(ⅲ)期限の利益の喪失の場合には、期限の利

益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2011年9月12日より後に本新株予約権を行使することはできず、
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また、当社の組織再編等を行うために必要な場合、それらの効力発生日から14日後以内の日に先立つ30日以内

の当社が指定する期間は、本新株予約権を行使することができないものとする。

　　 ①130％コールオプション条項による繰上償還

　2009年9月26日以降、ジャスダック証券取引所における終値が、30連続取引日にわたり、当該各取引日に適用の

ある上記記載の転換価額の130％以上であった場合、当社は、その選択により、本新株予約権付社債の所持人に

対して、当該30連続取引日の末日から30日以内に、30日以上60日以下の事前の通知を行ったうえで、残存本社債

の全部（一部は不可）をその額面金額で繰上償還することができる。

② 税制変更による繰上償還

　当社は、本社債に関する支払につき、日本国の又は日本国内の課税当局により租税公課を控除することが要求

された場合において、本新株予約権付社債の要項に記載の特約に基づき追加額支払の義務が発生したこと又は

本社債に関する次回の支払に関し追加額支払の義務が発生しうることをNomura Bank（Switzerland）Ltd.に了

解させた場合、本新株予約権付社債の所持人に対して30日以上60日以下の事前の通知を行うことにより、2006

年9月26日以降、残存本社債の全部（一部は不可）を額面金額で繰上償還することができる。

③ 組織再編等による繰上償還

　当社が組織再編等を行う場合、当社は、本新株予約権付社債の要項所定の措置を講じること等を条件に、本新

株予約権付社債の所持人に対して14日以上の事前の通知を行うことにより、残存本社債の全部（一部は不可）

を下記の償還金額で繰上償還することができる。

2006年9月26日以降2007年9月25日まで 額面金額の104％

2007年9月26日以降2008年9月25日まで 額面金額の103％

2008年9月26日以降2009年9月25日まで 額面金額の102％

2009年9月26日以降2010年9月25日まで 額面金額の101％

2010年9月26日以降2011年9月25日まで 額面金額の100％

（注）２  当社が組織再編等を行う場合の承継会社等による新株予約権の交付

         （イ）当社が組織再編等を行う場合、（ⅰ）その時点において（法律の公的又は司法上の解釈又は適用を考慮

した結果）法律上実行可能であり、（ⅱ）その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可

能であり、かつ（ⅲ）その全体において当社が不合理であると判断する費用又は支出（租税負担を含

む。）を当社又は承継会社等（以下に定義する。）に生じさせることなく実行可能であるときは、当社は、

承継会社等をして、本社債の債務者とするための本新株予約権付社債の要項に定める措置及び本新株予

約権に代わる新たな新株予約権の交付をさせる最善の努力をしなければならない。「承継会社等」とは、

組織再編等における相手方であって本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権に係る当社の義務を引

き受ける会社を総称していうものとする。

          (ロ）上記（イ）の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

①新株予約権の数

　当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株

予約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

　承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

　承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条件

等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従う。なお、転換価

額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行

し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合と同様の調整に服する。

(ⅰ) 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使

した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普通株

式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できる

ように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の財産

が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等

しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

(ⅱ) 組織再編等（合併、株式交換又は株式移転を含む。）の場合には、当該組織再編等の効力発生日

の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益

を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、

転換価額を定める。
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　　　　　　　 ④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

　承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された社債を出資するものとし、当該社債の価額は、本

社債の払込金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

　当該組織再編等の効力発生日(場合によりその14日後以内の日)から、上記（注）１に定める本新株予約

権の行使期間の満了日までとする。

⑥その他の新株予約権の行使の条件

　各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

　承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第40条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円

未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限

度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧組織再編等が生じた場合

　承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

⑨その他

　承継会社等の新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。承

継会社等の新株予約権は承継された社債と分離して譲渡できない。

         （ハ）当社は、上記（イ）の定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継させる場

合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要項に従

う。

         （ニ）当社は、上記（イ）に定める事項が、（ⅰ）(法律の公的若しくは司法上の解釈又は適用を考慮した結果)

法律上可能でないか、（ⅱ）その実行のための仕組みが構築されておらず、かつ構築可能でないか、又は

（ⅲ）その全体において当社が不合理であると判断する費用若しくは支出（租税負担を含む。）を当社

若しくは承継会社等に生じさせることなく実行できない場合、本新株予約権付社債の所持人に対し、その

保有していた本新株予約権付社債と同等の経済的利益を提供する旨の申し出を行うか又は承継会社等を

してかかる申し出を行わせるものとする。なお、その全体において当社が不合理であると判断する費用又

は支出（租税負担を含む。）を当社又は承継会社等に生じさせず、（法律の公的又は司法上の解釈又は適

用を考慮した結果）法律上及び実務上可能である場合には、当社は、かかる経済的利益の一部として、上

記（ロ）に定める新株予約権を承継会社等に交付させる最善の努力をしなければならない。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。　

　

　

　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

　平成20年4月1日～

　平成20年6月30日
－ 119,993,475 － 27,166 － 9,834
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（５）【大株主の状況】

 

　当第1四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者から、平成20年7月31日付の大

量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成20年7月24日現在で以下のとおり株式を保有している

旨の報告を受けておりますが、当社として当第1四半期会計期間末時点における株主名簿の記載内容及び実質

所有株式数が確認できません。

　

氏名又は名称
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

   フィデリティ投信株式会社 13,517 11.26

   FMR LLC 556 0.46

　

　

（６）【議決権の状況】

　当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることが出来ないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

　　　①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    2,115,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  117,858,000 117,858 ―

単元未満株式 普通株式       20,475 ―
一単元（1,000株）
未満の株式

発行済株式総数 119,993,475 ― ―

総株主の議決権 ― 117,858 ―

　（注）１　単元未満株式数には当社所有の自己株式839株が含まれております。

２　上記「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権6個）

含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
日本アジア投資株
式会社

東京都千代田区永
田町２―13―５ 2,115,000 ―　　 2,115,000 1.76

計 ― 2,115,000 ―　　 2,115,000 1.76

　（注）　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。な

お、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 553 598
532

　　※492

最低（円） 373 480
421

　　※425

　（注）　上記の最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、平成20年６月の月別最

　　　　高・最低株価のうち、※印は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,620 21,309

有価証券 458 425

営業投資有価証券 80,515 78,605

投資損失引当金 △3,473 △2,239

営業貸付金 5,003 3,967

繰延税金資産 3,291 2,275

その他 899 1,153

貸倒引当金 △10 △12

流動資産合計 108,304 105,485

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 236 235

減価償却累計額 △130 △127

建物及び構築物（純額） 106 108

車両運搬具及び工具器具備品 150 155

減価償却累計額 △49 △50

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 101 104

土地 647 647

有形固定資産合計 854 860

無形固定資産

その他 ※
 61

※
 61

無形固定資産合計 61 61

投資その他の資産

投資有価証券 9,996 9,196

投資損失引当金 △210 －

破産更生債権等 345 226

繰延税金資産 102 204

その他 397 407

貸倒引当金 △217 △191

投資その他の資産合計 10,414 9,842

固定資産合計 11,330 10,764

資産合計 119,634 116,249
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

短期借入金 14,188 10,298

1年内償還予定の社債 640 640

未払費用 291 311

未払法人税等 22 2,406

未払消費税等 6 18

繰延税金負債 3 4

賞与引当金 14 101

役員賞与引当金 － 94

その他 774 515

流動負債合計 15,940 14,389

固定負債

社債 3,820 3,870

新株予約権付社債 6,000 6,000

長期借入金 24,174 19,464

繰延税金負債 5 2

退職給付引当金 310 312

役員退職慰労引当金 71 99

匿名組合出資預り金 746 748

その他 295 441

固定負債合計 35,423 30,938

負債合計 51,363 45,328

純資産の部

株主資本

資本金 27,166 27,166

資本剰余金 23,471 23,471

利益剰余金 2,658 6,432

自己株式 △414 △413

株主資本合計 52,881 56,656

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △409 △764

繰延ヘッジ損益 △116 △205

為替換算調整勘定 △1,081 △855

評価・換算差額等合計 △1,607 △1,824

少数株主持分 16,996 16,090

純資産合計 68,271 70,921

負債純資産合計 119,634 116,249
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業収益 2,252

営業原価 3,566

営業総損失（△） △1,314

販売費及び一般管理費 ※
 1,302

営業損失（△） △2,616

営業外収益

受取利息 23

受取配当金 41

雑収入 7

営業外収益合計 72

営業外費用

支払利息 213

為替差損 57

雑損失 45

営業外費用合計 317

経常損失（△） △2,861

特別損失

投資損失引当金繰入額 210

投資有価証券評価損 309

特別損失合計 519

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純損失
（△）

△3,381

匿名組合損益分配額 △1

税金等調整前四半期純損失（△） △3,379

法人税、住民税及び事業税 51

法人税等調整額 △958

法人税等合計 △907

少数株主損失（△） △584

四半期純損失（△） △1,887
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,379

減価償却費 9

投資損失引当金の増減額（△は減少） 835

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23

賞与引当金の増減額（△は減少） △87

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △94

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △28

受取利息及び受取配当金 △58

支払利息 206

投資有価証券評価損益（△は益） 309

営業投資有価証券評価損 532

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △2,226

営業貸付金の増減額（△は増加） △1,037

投資事業組合への出資による支出 △1,458

投資事業組合からの分配金 182

投資事業組合等の少数株主持分の増減額（△は
減少）

629

その他 211

小計 △5,431

利息及び配当金の受取額 60

利息の支払額 △193

法人税等の支払額 △2,427

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,992

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7

無形固定資産の取得による支出 △3

投資有価証券の取得による支出 △1,155

定期預金の増減額（△は増加） 8

敷金の回収による収入 5

敷金の差入による支出 △5

投資その他の資産の増減額（△は増加） 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,157
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（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,000

長期借入れによる収入 7,300

長期借入金の返済による支出 △1,710

社債の償還による支出 △50

配当金の支払額 △1,887

少数株主への配当金の支払額 △24

自己株式の取得による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,626

現金及び現金同等物に係る換算差額 △203

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,727

現金及び現金同等物の期首残高 12,833

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,106
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

　　　当第１四半期連結会計期間より、JAIC-TAIB Capital Management

    Pte. Ltd.を新たに設立したため、また、１ファンドを新たに設立し

    たため、連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　　49社   

２．持分法の適用に関する事

項の変更

（1）持分法適用関連会社の変更

　  　当第１四半期連結会計期間より、１ファンドを新たに設立したた

    め、持分法適用の範囲に含めております。

（2）変更後の持分法適用関連会社の数

　　　22社

３．会計処理基準に関する事

項の変更

　

　

　

　

（1）リース取引に関する会計基準の適用

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借

　　取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取　

　　引に関する会計基準」(企業会計基準第 13号）及び「リース取引に関

　　する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 16号）を当第１

　　四半期連結会計期間から早期適用し、通常の売買取引に係る会計処理

　　によっております。 

　　　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の

　　減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

　　零とする定額法を採用しております。

　　　なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有

　　権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸　

　　借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

　　　これに伴う営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与　　

　　える影響はありません。

（2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の　

　　取扱い」の適用

　　　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外

　　子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第 18号）を

　　適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　　　これに伴う営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与　　　

　　える影響はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 1.偶発債務

　　連結会社以外の会社の事業用借地の原状回復工事

　　履行保証に対する債務保証

　　　 ㈱イオン工学研究所　　 　　　255　百万円

 2.※　のれん 　　　　　　　　　　　 31　百万円　

　   　その他                    　　30　百万円

 1. 偶発債務

　　連結会社以外の会社の事業用借地の原状回復工事

　　履行保証に対する債務保証

　　　 ㈱イオン工学研究所　 　　　　255　百万円

 2.※　のれん　 　　　　　　　　　 　32　百万円

       その他　　 　　　　　　　　　 28　百万円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

 　給料諸手当　　　　　　　 　　　　　531　百万円

 　賞与引当金繰入額　　　　 　　　　　  7　百万円

 　退職給付費用　　　　　　 　　　　　  9　百万円

 　貸倒引当金繰入額　　　 　　　　　　　8　百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結　　

　　貸借対照表科目金額の関係

　現金及び預金勘定 21,620百万円　

　有価証券勘定 458百万円　

　　　計 22,078百万円　

　預入期間が３ヶ月を超える

　定期預金
△334百万円

　株式 △98百万円　

　投資事業組合に対する当社

　及び連結子会社出資持分
△11,539百万円　

　現金及び現金同等物 10,106百万円　
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　　119,993　千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　2,117　千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,886 16 平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　投資事業の売上高、営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業損失の金額の合計額に占める割合が

いずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

　

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
日本

（百万円）
東南アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 1,548 640 63 2,252 － 2,252

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
110 9 43 162 (162) －

計 1,658 649 106 2,414 (162) 2,252

営業利益又は営業損失（△） △2,945 457 △33 △2,522 (93) △2,616

 (注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

     2.「東南アジア」の区分に属する地域は、シンガポール、インドネシア、タイであり、「その他」の区分に属する　　

　　　 地域は、極東アジア、中国、アメリカなどであります。

　

　

【海外売上高】

　　　　 当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

 東南アジア その他 計

Ⅰ.海外売上高 （百万円） 617 173 791

Ⅱ.連結売上高 （百万円） - -　 2,252

Ⅲ.連結売上高に占める海外売上高の割合 （％） 27.4　 7.7　 35.2　

 (注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

     2.「東南アジア」の区分に属する地域は、シンガポール、タイ、フィリピン、インドネシア、ベトナムであり、　　　　　

　　　 「その他」の区分に属する地域は、極東アジア、ヨーロッパ、アメリカなどであります。

     3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）　

　

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 該当事項はありません。

　

2. その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差　額（百万円）

(1）株　　　式 11,344 12,685 1,340

(2）債　　　券 － － －

(3）そ　の　他 3,149 3,102 △47

合　　計 14,493 15,787 1,293
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 434.99 円 １株当たり純資産額 465.15円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日

 　　至　平成20年６月30日） 

 １株当たり四半期純損失金額　　　　　　　　　　　　16.01 円

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

 潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記

 載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（百万円） 1,887

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 1,887

期中平均株式数（千株） 117,877

　  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

日本アジア投資株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 行本　憲治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中島　茂喜　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木浩一郎　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本アジア投資株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本アジア投資株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保　

 管しております。

　      ２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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